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経営学と政策科学の相互作用的
発展過程と将来展望

山 本 清

1.は じめ に

近年我が国の高等教育においても,学際的に社会経済問題に取り観もうと

いう趣旨から ｢総合政策学部｣,｢総合情報学部｣あるいは ｢政策科学部｣と

いった新学部の設置が盛んになっている｡昨年には国立の大学院大学である

｢政策研究大学院大学｣が創設された｡こうした,学際的 ･総合的な視点は

企業経営,政府活動あるいは社会現象の問題解決にかねてから要求されてい

たため,歓迎すべき動きである｡

ただし,各学部や大学院の教育 ･研究の実施体制をみると従来の専門化さ

れた科目が配置されているだけで,総合政策学なり政策科学にどのように体

系化されるかが不透明なものが少なくない｡研究に限定しても,研究者の専

門は政治章,行政学,経営学,経済学等と個別化されており,総合政策学部

で**学を専攻しているというのが実態である｡学際 ･融合による新しい学

問の形成という目標には程遠いといえる｡確かに最近誕生した公共政策学会

は政策自体を扱う学際的学会観織であるが政治学的アプローチが強く,企業

経営と政府活動を統一的な視点で把握するものでないo

しかしながら,政策科学なり総合政策学は,こうした我が国の実状と正反

対に隣接科学,とりわけ経営学との相互作用の結果として発展してきている

のである｡そこで,本稿では,まず,次節において学際 ･融合が政策科学と
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経営学の進展を促した過程を意思決定過程を*心に明らかにする｡そして,

第3節では,政策科学の実施面とみなせる政府の経営学と企業の経営学の相

互作用と異同点を行政改革に関連して考察する｡また,第4節では統治 (ガ

バナンス)論としての同質性と業績測定をめぐる企業経営と政府経営の相互

作用について述べる｡第5節においては,意思決定過程が線形的でないとい

う経営学の実証研究が政策科学に及ぼした影響が検証されるo最後に,結論

と両者の相互学習の重要性が述べられる｡

2.スパイラルとしての発展過程

経営学も政策科学も魁織の意思決定過程を対象にする点においては共通す

る｡そこで,意思決定過程に関する両者の相互作用 ･交流を検討してみるこ

とにする｡

政策科学は第二次世界大戦後にラスウェル (Lasswell,1951)及びドロア

(Dror,1971)の提唱によって誕生したとされるが,当初は合理的解を求め

る管理科学的色彩が強かった｡テイラー (Taylor,1911)に代表される科学

的管理法の政策決定-の適用という側面を有しており,~経済学の費用便益分

析とあいまって合理的意思決定に資することを目的にしていた｡この管理科

学では ｢合理性｣につき次のような前提をおいている｡

① 意思決定者はすべての代替案を特定化する

② 意思決定者は代替案の全ての結果を予測する

③ 意思決定者は目的達成を最大化する代替案を選択する

しかしながら,実際の意思決定行動はサイモン (Simon,1947,1957,

1959)が指摘するように,

1)検討される代替案は部分的である

2)生じる結果の一部を予測するにとどまる

3)最大化というより満足解を求める

-198-



経営学と政策科学の相互作用的発展過程と将来展望 695

である｡こうした合理性の制約をサイモンは ｢限定された合理性｣(bounded

rationality)と定義し,管理学として企業と政府の管理行動を統一的に把握

しようとした｡

この限定合理性モデルの概念は,政策決定の理論に対して大きな影響を与

えた｡政治学者リンドプロム (Lindblom,1963,1968)による ｢増分主義｣

(incrementalism)の考え方である｡彼は,伝統的な合理性モデルは合理

的 ･包括的政策決定を想定しているが非現実的であるとする｡政策決定者は

あらゆる政策代替案を考慮し,社会的目標に関して政策代替案の費用と便益

を銀Il定して政策代替案を順位づけ最適案を選択するのでなく,過去の政策の

延長において政策を検討するから,修正は付加的,増分的なものにとどまる

とした｡

増分主義は,予算決定や政策決定の現実に適合していることが実証研究に

より確認されたが,現状維持的 ･保守的な要素をもつため,エツィオーネ

(Etzioni,1967)は政策決定が本来もつべき創造性や革新性と相容れないと

批判した｡彼はもともと社会学者であったが,政策決定問題として基本的な

政策の方向を設定する戦略的選択と,その決定を支援し実施に貢献する業務

的選択を区分すべきとする｡そして,戦略的な問題には包括的合理性が適切

であるが,業務的性質が強い問題に対しては増分主義が望ましいという混合

走査 (mixedscanning)モデルを提唱した｡

現実の魁織決定の実態と創造性 ･革新性の双方を扱うものとして登場した

のが政治学者のコ-エソ,マーチ及びオルセン (Cohen,MarchandOIsen,

1972)による ｢ゴミ箱｣(garbagecan)モデルである｡ここでは,魁織の行

動選択は合理性モデルで想定されるような整理された過程として行われるの

でなく,問題,解決案,参加者が乱雑に投げ込まれているゴミ箱からの選択

のようなものとみなされる｡すなわち,ゴミの混合状態により行動選択が決

定されると考えるから,ある時点,状況によって決定結果は大きく左右され

ることになる｡必ずしも最適解が選定されなかったり,意外な決定がもたら
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される状態を理論的に示したものである｡

しかしながら,経営者としてはゴミ箱の状態で行動が決定されるというこ

とは,不確実性を引き受けることになり好ましいものでない｡そこで,不確

実性を内部化することで低減しようとしたのがネットワーク経営の概念の一

つであるo参加者を特定化すれば契約に伴う取引費用も節減でき信頼関係も

構築し易いし,また,研究開発を他企業と協力することにより早さの経済

性,異業種との交流により範囲の経済性を得られる場合もある｡我が国の自

動車メーカーに代表される系列関係もネットワークの一形態である｡1980年

代に日本的経営が賞賛され,90年代に米国製造業が情報技術を活用して再生

したのもネットワーク経営の応用である｡

政策決定の場をこのネットワークの考え方とゴミ箱モデルを観み合わせて

説明しようとしたのが,キングダソ (Kingdom,1984)の ｢政策の窓｣(pol-

icywindow)モデルである｡彼も政治学老であるが,政府をゴミ箱理論と同

様に ｢魁織化された無秩序｣とみるが,決定過程における構造や類型の存在

を強調する｡具体的には,問題,政策代替案及び政治的動きの3つが合流す

るとき,政策問題が認識され政策の窓が開かれるとする｡窓が開かない限り

は政策が検討されることはないから,問題として注意を引きつけること,政

策代替案を作成すること及び政治的影響力を持つことが重要になり,魁織化

された利益団体や政治的エ1)-トがネットワークとして流れを形成するので

ある｡一方,政策決定のネットワークの展開をモデル化したのが政治学者サ

バティア (Sabatier,1988)の唱道連携 (advocacycoalition)モデルである｡

彼は長期的な政策変化を唱道連携集団間の相互作用として把握し,連携集団

が相互作用を通じて細.織学習するとみなし,環境政策についてモデルの妥当

性を検証しているO

このように,経営学と政策科学は相互交渉によって発展してきたといって

よい｡相互作用の推移を示すと図1のように整理できよう｡特に図から注目

すべきことは,経営学 ･阻織論に大きな影響を与えた限定された合理性モデ

ー200-



経営学と政策科学の相互作用的発展過程と将来展望 697

図1 経営学と政策科学の進展過程
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ル及びゴミ箱モデルが純粋な経営学老というより政治学研究から生まれたと

いう事実である｡確かにサイモンはノーベル経済学賞を受賞しているが,彼

はシカゴ大学で政治学の博士号を得ており,研究領域は政治学,行政学,経

済学,経営学,心理学,OR等に及んでいる｡また,オルセンも政治学以外

に経済学,経営学等の論文を多数発表している｡したがって,我々は改めて

学際的アプローチから画期的な経営 ･範織理論が生まれている事実を確認す

ることが重要である｡

3.企業の経営学と政府の経営学

(1)新公的部門経営 (NPM)の興隆

政府部門において政策の具体的執行にかかる新しい経営理論として脚光を

浴びているのが ｢新公的部門経営｣(NewPublicManagement;NPM)であ

る｡NPMについては既に別稿 (山本,1997b,1998a)で詳細に述べている

ので,ここでは概論にとどめるが,大きく次の4つの基本理念からなる｡

第-は顧客志向であり,住民を政府部門の顧客 ･消費者とみなし,顧客満

足度向上を目指そうとする｡第二は成果志向である｡いくら予算を投入した

か,どれだけの事業を行ったかでなく,目的をどの程度達成したかが評価尺
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度となる｡従来が投入 (インプット),過程 (プロセス)中心の統制であった

のに対し,こうした手錠き遵守よりも成果 (アウトプット及びアウトカム)

中心の統制-の転換である｡第三は分権化 ･権限委譲 (empowerment)であ

る｡現場の管理者に権限を委譲し,責任と権限を一致させることにより,ア

カウンタビリティを強化するとともに現場の裁量性を増加させ業績向上に結

びつけようとする0第四は市場模樺の活用である｡政府内部に競争環境を創

造する内部市場やェージェソシー (外庁)化の他,政府部門と民間とがサー

ビス供給で競争する民間委託や民営化が具体例である｡

上記の説明から理解できるように,NPM は企業経営手法と経済学 (契約)

的アプローチを結合したもの (Hood,1991)であるOこのため,経営学的な

｢任す｣(letting)と経済学的な ｢させる｣(making)の相矛盾する原理を内

在するという批判 (Schick,1996)を受けることもある｡ただし,NPM も各

国で両原理の重みづけが異なっている｡最も経済学的アプローチとされる

ニュージーランドでさえ,導入成果の約7割が企業経営手法の適用によるも

のというヒアリング結果であるから,企業の経営学の政府部門-の適用の影

響が大きいといえる｡

しかしながら,企業活動と政府活動は同じではないから,上記の4原理に

よる政府運営は公正や安定といった公共価値と衝突したり軽視される危険性

がある｡OECD (1995)でもNPM の有効性を認めつつ公共価値を維持向上

する対策として公務員倫理や阻織文化の改革の重要性を訴えている(1)o現に

表 1に示すように,米国地方政府及び我が国自治体とも企業経営の理念を全

面的に適用しているわけでない｡｢政府再創造｣(ReinventingGovernment)

で知 られ ゴア副大統領を責任者 とす る ｢国家業績検証｣(National

PerformanceReview)にも関与したオズボーン (Osborne)は,その後実務

家との共著で ｢政府経営と企業経営は同じ｣とする見解を ｢神話｣とし,組

(1)公務員の阻織文化については我が国と英国の国際比較を含めて山本 (1997a.)参照｡
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表1 自治体での企業経営手法の活用状況

項 目 ボールダー ?/貢言上ミ 言冒?y妄言 北海道 宮 城 三 重

(理念)

分権化

柔軟性

適応

競争

学習

顧客志向

創造的

リーン(連接)

能率

(手法)

民間委託

民営化

官民 パ ∴ ト
ナーシッフ

政策立案に特
化

代替的なサー
ビス供給

バウチャー

○

○

△

△

○

△

△

○

△

△

△

△

○

○

△

△

○

△

△

○

△

△

△

△

〇

〇

〇

△

△

△

△

○

△

△

△

△

△

△

△

△

一

△

一

△

△

△

一

△

△

△

△

△

△

△

一

△

ボランティア ー △

参加型経営 ○ ○ △ △

分権化 △ △ ○ △ △ △

TQM △ △ △

注1二〇は積極的に,△はいくらか (部分的に)適用されていることを,また,-はほとん
ど適用されていないことを示す｡
2:米国は Johnson(1996),我が国は筆者の調査結果による｡
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織文化の重要性を説いている｡このため,意思決定論での相互作用と同様,

倫理,文化といったソフトな要素は政府部門において成果測定が企業より困

難でより重視されるから,企業経営-展開可能な新しい理論が生まれるかも

しれない｡

(2)組織学習の視点

我が国では中央政府,自治体を問わず最近は業績測定 ･評価がブームであ

る.中央政府でも先の中央省庁等改革基本法において業績評価,政策評価の

充実強化が詣われているし,自治体では事務事業評価システムとして急速に

普及している｡従来の計画 ･予算重視の行政から評価 ･決算重視-の転換

は,ある意味で前記企業経営と同じマネジメントサイクルの確立と理解され

る側面もあるが計画遂行が絶対であった風土に見直しを持ち込んだ点で素直

に評価されてよい｡

問題は,別稿で述べたように,現在の業績評価システムが単年度予算制度

の枠組みで評価と計画 ･予算とのリンク性を確保しようとするあまり,①既

存政策の見直しあるいは調整に力点が置かれ新鋭の行政ニーズに対して後迫

い的対応になる危険性があること,②成果 (アウトカム)の発現と事業 ･政

策の実施にタイムラグを考慮しないため,因果関係が不明確なまま評価を行

う可能性があること,である｡行政は住民ニーズを先取りすることも要請さ

れるし,結果的にも効率的な場合も少なくない｡高齢者対策や防災対策等が

その例である｡また,マネジメントサイクルを確立するという観点は,暗黙

裏に毎年度経常的に政策あるいは事業が実施されることを想定している｡

しかしながら,行政活動のなかには毎年度実施されないインフラ整備等の

投資あるいは新規政策の他,緊急措置として,たとえば公共価値の安定の見

地から実施される不況業種-の緊急融資や災害復旧事業などがある｡こうし

た戦略的な政策 ･事務事業については,資源管理の効率性,つまり,経済性

(economy) ･効率性 (efficiency) ･有効性 (effectiveness)という3Eの
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観点からの評価はなじまない｡経常的と戦略的な区分をして管理する必要性

は前出エティオリも述べているが,組織目的や政策自体の見直しを含む戦略

的決定において二重の学習 (doublelooplearning)の重要性を説いたのが

ア-ジリス (Argyris,1977)であったO彼は,現行政策を実施し目的を達成

させるプロセスを一重の学習 (singlelooplearning)と呼んでいるO

政府の業績評価システムにもこの視点を主張したのはメッカ-フと1)

チャード (MetcalfeandRichards,1990)が有名であるが,実際には政策実

施論で著名なウィルダフスキー (Wildavsky,1983)がプレスマン (Press-

man)との共著 『実施』(Implementation)の第三版において,評価にはアカ

ウンタビリティのための評価と学習のための評価の2種類があることを既に

明示していた｡前者は3Eに,後者はメッカ-フとリチャードの3D,すな

わち,組織が環境変化に適応していく診断 (diagnosis),システム設計の改訂

(design)及び改定案の実施展開 (development)にそれぞれ対応しているO

この戦略的決定の一重学習と異なる特性を明確に指摘 しているのが ミソツ

バーグ (Mintzberg,1994)である｡彼は,戦略的計画は,①予測は可能であ

る,②戦略家 (決定者)は戦略対象から影響を受けない及び③戦略策定過程

は定式化 (formalized)可能である,という3つの誤った前提に立っている

とする｡

3Dは伝統的な戦略的計画に替えて敵織学習により対応していこうとする

ものであり,計画目標との対比による有効性検証といった一重の業績評価シ

ステム (マネジメントサイクル)と区分される｡かかる視点を考慮すると,

政策評価 ･業績評価のサイクルは図2のような二重の学習プロセスからなる

とみなすべきであり,諸外国を含めてもう一つ別次元のループを付加するこ

とが必要と認められる｡
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図2 ダブルループとしてのマネジメントサイクル

/ 両 税ニーズの画

4.統治モデルとしての相互作用

(1)統治と業績測定

範織をどのように統治するかは企業 トップの不正等を受け,近年我が国で

もコ-ポレート.ガバナンスとして経営学のみならず法学,経済学及び社会

学でも盛んに論じられている (たとえば深尾 ･森田,1996;Hopt,Kanda

andRoe,1998)｡企業は誰のものかという基本理念は国際比較の点からも重

要であるが,統治の裏返しとして経営責任をいかに果たしているかを説明し

なければならないQしたがって,経営責任を負っている者は敵織業績を説明

するとともに,継続してその任務を遂行しようとする場合には,常に業贋改

善に向けた対策を講じることが求められる｡この意味において業績測定 ･評

価システムは,観織の業績 ･成果を計画に照らして把撞する (monitor)だけ

でなく,計画通 りの業績が達成されないときには問題がどこに存在し,いか

に改善するかを決定 (determine)できるものでなければならない (Atkin-

sonetal‥1997)｡つまり,実績の説明と同時にプロセスの管理と予測機能を
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持つことが必要であり,過去の取引結果の客観的 (hard)な測定に優れた会

計情報中心の財務業績測定システムは内部管理及び統制に必要な情報を提供

しないといえる｡たとえば,企業の業掛 ま顧客の購買行動を通じて結果的に

会計的な売上として測定されるが,売上の維持向上には顧客満足度を高めて

ライバル企業に勝つ戦略こそ必要なのである｡

こうした財務業績測定システムの有する限界は,政府部門で企業部門より

早く認識され非財務情報を含めた業績測定 ･評価システムの開発が1970年代

から欧米で行われている｡注目すべきは,政府監査と一体になり業蹟改善に

主眼をおいた業績指標の開発研究が盛んなことである(2)｡最近話題のニュー

ジーランド,英国及び米国の行政改革とも,政府業績の成果測定を前提にし

ており,顧客満足度以外にサービスの質や有効性に関する指標の測定を通じ

た行政管理を行っている｡カプランとノー トソ (KaplanandNorton,

1992)のバランス ･スコア ･カード(BalancedScorecard)のアプローチ (図

3参照)紘,業績を財務的側面以外に内部業務,顧客,革新と学習という4

つの側面から総合的に成果を把握するとともに業績要因と目的との因果関係

の特定化を行うものである｡従来の管理会計から経営管理には非財務情報を

含める必要性を説いた点で,管理会計を業績測定システムに統合したと理解

図3 バランス･スコア･カード

//竿 ＼＼
廃客の視朝 一 トビジョンと視剥 - 内部業務過程の視点

∴二二:± _-･ l

l

(2)英国の自治体や中央政府の業蹟測定システムは1980年代に地方監査委員会及び会計

検査院 (NAO)の設立による業績監査の強化とあいまって進展した0
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できる｡このように業績測定システムについては,政府の経営学から企業の

経営学への影響がみられ,NPM が企業の経営学から影響を受けているのと

正反対で興味深いものといえよう｡

(2) 公的部門の統治モデル

一方,政府等の公的部門の統治モデルについては企業と同様 ｢あるべき｣

統治を巡 り学界及び実務界で大きな論争が生じている｡特に,NPM が顧客

志向を標梼しているところから,公的部門の経営管理において顧客モデルが

有効か否かがステイクホルダー論と結びついて議論されている.この間の事

情はBt]稿 (山本,1998a;Yamamoto,1998)に述べたが,住民を顧客とみな

すことに反対する立場から,住民を所有者 (Schachter,1995),投資家 (S-

mithandHuntsmarl,1997)あるいは決定関与者 (Fisher,1993)とみなす

参加型モデル (PPM)の他,政府 ･自治体の経営の特質を多くのステイクホ

ルダーのネットワークとみ年すネットワーク経営モデル (NWM)(Kickert

eta1.,1997)が提案されている (図4参照)O

確かに住民を顧客とみなすだけでは住民側を要求志向にしたり,不満なら

ば退出すればよいという意識から ｢足による投票理論｣は機能するように

なっても住民の行政へのコミットメントは醸成されない可能性が強いo鼠織

論的にいえばノ､-シュマン (Hirschman,1970)の艶織構成員の放棄である

図4 政府の新しい統治モデル

NPM

政策形成

政策決定

政策実施

政策評価

メリット

デメリット

前提条件

適合領域

PPM NWM

政策助言者(専門家)

政治家

契約者 (官･民)

顧客としての市民

運営費用が低い

消極的参加

競争環境

個人主義

窓口サービス

専門家の支援を受けた市民

市民の意向を考慮し政治家

協働生産

所有者としての市民

民主的

合意形成が困難

長期的視点

市民意識の成熟

環境対策
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｢退出｣(exit)でなく阻織に止まり ｢告発｣(voice)する姿勢が要請される

のであるO行政サービスの質や水準は決して政府 ･自治体側の経営能力 ･努

力だけで決定されない (3)から,こうした消費者的対応機構を範み込むだけで

は不十分でないo同時に,全ての住民を所有者意識を持たすことあるいは関

心を有するテーマ別のネットワーク構成員に位置づけることも理想論に近い

という難点がある(4)｡

しかし,住民は顧客であると同時に所有者 ･株主であるから,これら3つ

のモデルのどれか一つを選択し,他を排除するのは適切でない｡便益が個人

に帰着するため顧客志向が有効な窓口サービスもあるし,ゴミ収集のように

参加型でないと省資源効果が発揮できないこともあろう｡また,他の自治体

住民 ･法人等であってもよい知恵や労力を借りることは当該自治体の問題解

決能力を向上させることもある｡全て自前主義でやることだけが住民自治で

はない｡NPOのような活動は地域 ･国家という制約 ･境界を超えることで

効果を発揮しているのである｡要はサービス特性に応じて適正なモデルを使

い分けることである｡残念ながら全ての政府サービスに有効な理念モデルは

未だ開発されていない｡NPM の欠点を指摘することは易しいし,参加型モ

デルは理念として素晴らしいが,問題は実効可能性である｡経営学も政策科

学も理論と実践性を兼ね備えない限り,存在意義を失うからである｡

(3)医療や教育サービスは,サービスの受け手と供給者の共同生産であり,両者の努力が

成果達成を規定する｡

(4)労働党政権のBestValue(最善の価値)と保守党政権のValueforMoney(支出に見

合う価値)は,前者が利害関係者全員の関与を強調するのに対し後者は効率性をより重

視する点が異なるOただし,この差異は相対的なもので市民憲章 (Citizen'scharter)に

基づき質とサービスをメージャー保守党政権も無視していた訳ではない｡自治体の

BestValueの詳細については DETR(1998)を参照のこと0
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5.政策分析と経営学

(り 決定過程の線形性と非線形性

意思決定過程は,企業でも政府でも合理性モデルによると問題の明確化 ･

定式化から始まり代替案の検討 ･評価を経て解の提示という線形的な流れ

(図5参照)を想定している｡

こうした線形性が現実の意思決定過程において成立しないことは,実証分

析でも認識されているD古くはウィット(Witte,1972)及びミソツバーグ

(MhltZbergetal.,1976)らにより魁織の意思決定過程が線形的な段階でな

く動的で構造化されない (unstructured)ものであることを明らかにしてい

るoまた,公共政策でもス トーキーとゼ ック-ウザ- (Stokeyand

Zeckhauser,1978)が,問題の確定,選択肢の列挙,選択結果の予測,結果

の評価及び選択という5段階から分析が構成されるとしつつ,｢一つの段階

から次の段階-と常に順序よく進んでいくとは考えていない｣として ｢行き

つ戻りつしながら,洗練された分析に到達する｣と表現している｡このよう

に現実の意思決定過程が非線形的なことにおいて,企業も政府も共通すると

いえる｡

図5 線形合理性モードにおける政策分析過程

(問題分析) 一一■ー (解法分析)
1.問題の理解 4.妥当な評価基準の選択

2.目標と制約の 5.政策代替案の特定

選択と説明 6.代替案の評価

3.解決手法の選択 7.勧告
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(2)政策目標の決定過程

公共政策の意思決定過程における特性は,企業より評価基準が多くなるこ

と及び評価基準間でコンフリクトがしばしば生じることである｡フッド(Hl

ood,1991)の概念にしたがえば,公共価値には効率,公正及び安定 ･信頼の

3種類があるという｡これらは,責任論からいえばそれぞれ管理的 (man-

agerial),法的 (legal)及び政治的 (political)アカウンタビリティ (accou-

ntability)に対応するものであるが,企業は3つのうち主として効率の価値

を追求しているとみられる｡この次元の差は,業績測定システムにおける非

財務情報の役割が公的部門で強いことに対応している印象を与えるが,質的

に異なる｡公的部門では財務,非財務情報を問わず効率以外に公正と安定 ･

信頼にかかる評価基準が業績測定 ･評価に要求されるからである｡

この点を効率と公正という公共政策で常に追求される2つ評価基準とその

目標につき検証してみよう｡いま問題の簡略化(5)のため意思決定者 (甲)が

一人であり,効率と公正の関係につき特定のイデオロギー (政治信条)を有

しているとする｡甲の効率と公正の選好に関する無差別曲線を Ⅰ.,選択され

た政策にかかる予算制的式をA-Aとすると,イデオロギー上いかに効率重

視の選好 (効率選好ほどより水平的になる)を有していても,達成目標は無

差別曲線と予算制約式の接点B- (e*,f*)として決定される (図6参照)0

つまり,目標水準が決定されてから目標を達成する代替案の選択 ･決定がさ

れる訳でなく,ワイマ-とバイニング (WeimerandVining,1992)が指摘

するように目標水準は政策分析の結果 (アウトプット)にすぎないのであ

る｡政策分析 ･評価が政治的に歪められるという批判は一面において政策科

学の限界を示しているとみなせるが,目標が政策の確定段階において同時決

定される政策決定過程の実態を反映しているといえる｡

(5)イデオロギーが対立する場合への拡張モデルについては,山本 (1998b)参照｡
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図6 日標の事後的確定性

A 効率(e)

6.ま と め

政策科学が我が国で重要性を増しつつある状況下で,政策科学の進展は経

営学,組織科学の発展と密接に関係していることを理論面から考察 してき

た｡両者は相互に影響しあって新たな概念やモデルを生み出したこと,特に

NPM の行政改革-の適用が盛んになるに伴い政策科学の実施面と位置づけ

られる政府の経営学と企業の経営学は相互補完の関係に突入したといえる｡

非財務情報を含む包括的な業績測定システムは政府の評価が先行して企業の

システムに影響を与えたといえるし,逆に NPM の顧客志向は企業の経営学

の手法の応用といえる｡

このように経営学の進展は政策科学の発展にも貢献することが判明した｡

特に我が国のように経営学というと即企業の経営学をさす現状を踏まえる

と,もっと多くの経営学研究者及び実務家が政府の経営学や政策科学に関心

を持ち相互交流を深めることが望まれる｡ただし,最後に留意すべきこと
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は,両者は全く同じものではないということである｡民主的政府の経営や政

策決定には,市場における個人の自由意思でなく集合的意思決定下における

政治的コンフリクトを伴うことであるoNPM の代表選手と称されるオズ

ボーンはブラスト7)ックとの近著 (OsborneandPlastrik,1997)において,

前記したように誤った5つの神話の一つとして ｢政府は企業と同じ方式で運

営すればよくなる｣を挙げている｡政府は企業と同じでなく,あくまでも

｢企業的経営が有効な分野がある｣ということを忘れてはならない｡

追記

本稿は,同じ経営学講座の若林教授より経営学と政策科学の関係を整理したらというご

助言に基づき作成したものである｡若林先生とは経営学に対するアプローチが必ずしも同

じでないが,実際に稿を進める過程で思わぬ発見など得るところが少なくなかった｡記して

感謝申し上げたい｡もちろん,あり得る誤 りは全て筆者の責任である｡
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Interrelation between Management
and Policy Sciences

-the Developments and its Future-

Kiyoshi Yamamoto

This paper aims at presenting an interrelation between management

or organizational science and policy sciences. Both sciences have

developed by influencing and learning with each other. For example,

bounded rationality model in management affected policy analysis, while

garbage can model developed in policy sciences impacted on management

theory.

Especially, it is shown that as the new public management (NPM)

has emerged in public sector reforms, private sector and public sector

management as an implementing part of policy sciences are

complementary to improve performance and strengthen accountability.

-216-




